
項目 細分

前提条件 提案内容が公募要領に示された条件に合致していること

実証事業の
内容

対象実証技術・システムの有効性

実証事業の全体計画、相手国の協力体制、
実施スケジュール

政策連携・制度整備

温室効果ガス排出削減効果・
削減量の定量化

委託事業者の事業遂行能力・実施体制

波及効果

実証事業の
普及
可能性

①事業戦略

②事業収益性

ワークライ
フバランス

ワークライフバランス等推進企業に関する
認定等の状況

「経済性評価関連資料（別添4(一部)・別添7）」作成について
※ 当該資料作成に際して、ご参考にしてください

経済性評価の位置づけ

<採択審査委員会の審査基準>

・普及（＝事業の継続性/成長性）の蓋然性の確認

・①事業戦略と②事業収益性の2面からの総合分析

①事業戦略
・事業構築ストーリーの妥当性を確認

事業環境 事業体制 リスク管理 資金調達

②事業収益性
・供給者と需要者の2視点で経営数字を定量分析
・通常、供給者は売る側、需要者は買う側(ユーザー)

項目 分析指標

供給者
・供給者投資有：プロジェクトIRR、営業利益累積額
・供給者投資無：営業利益率、営業利益累積額

需要者
・需要者投資有：プロジェクトIRR
・需要者投資無：省エネ効果 or コスト優位性

✓提案書 Word（別添4）

経済性評価関連資料 Excel (別添7) 全5シート

【別紙1-1a】リスク抽出表

【別紙1-1b】リスク対応表

【別紙2-1】事業収益性評価シート:供給者側

【別紙3-1】事業収益性評価シート:需要者側

【別紙4-1】事業収益性評価シー:算定根拠一覧表

✓経済性評価関連資料 Excel（別添7）

作成いただく提案書類一式

2020年3月
ＮＥＤＯ国際部

<経済性評価の概要>

細分 採択審査の視点

①
事
業
戦
略

事業体制
・供給者から需要者までのバリューチェーンを踏まえた事業モデルを構築しているか。
・いつまでに何をするのか（例：営業体制、人員増強、新製品導入計画など）という実行計画が明確になっているか。
・関係機関（国・州政府など）との合意、認証取得などが必要となる場合、その取得の実行計画が明確になっているか。

市場分析

・目指す市場が明確に定義されているか。（顧客の特性を分解・整理した上で狙う領域を決め、自社の立ち位置を明確
にしているか。）
・外部環境要因（政治、経済、社会、技術）も考慮した市場分析（規模、成長性、価格推移など）が十分になされ
た上で、狙う市場は将来的な成長が見込まれるか。

競合分析
・対象国・地域における競合企業・競合技術等を十分かつ妥当な分析の上、自社の強みを特定できているか。
・競合分析結果を踏まえて、自社の戦略（ターゲット、マーケティング手法、標準化など）の検討がなされているか。

成果普及時の
リスク管理

・当該実証終了後の事業の収益・採算に影響を及ぼすことが想定されるリスクを抽出しているか。
・主要リスクに対し具体的な対策が検討されているか。

資金調達
・総投資額が明確にされ、調達先の目途が立っているか。
・行政などから補助金等が不可欠な場合は、その受領見込みが立っているか。

②
事
業
収
益
性

供給者
（収益性）

・想定事業年度において明確な事業収益性（売上額、営業利益額）が確保されているか。
・投資が必要な場合は、十分な回収見込みがあるか。投資が不要な場合は、十分な営業利益率が確保できる見込みか。

供給者
（営業利益）

・実証事業におけるNEDO負担額以上の利益が、供給者が想定する普及事業期間内で創出されているか。

需要者
（収益性）

・需要者にとって十分な事業採算性（＝投資回収）が見込めるか。

細分
提案書 Word（別添4）3章の

記載内容
経済性評価関連資料 Excel (別添7)

別紙1～4の記載内容

①
事
業
戦
略

(1)事業の体制
本事業の全体の事業モデル図、本事業
の実施体制、ステークホルダー等を記載

ー

(2)事業環境
本事業をとりまく環境（目指す市場の定
義やターゲット市場、競合他社の分析結
果等）を記載

ー

(3)事業戦略

(２)の分析結果を踏まえた本事業の戦
略について、基本的な考え方（事業戦
略やマーケティング戦略、競合技術との
差別化、事業構成検討等）を記載

ー

②
事
業
収
益
性

(4)リスクの抽出 ー

本事業で想定されるリスクについて、それらを網羅的に抽出し、
またそのうち発生可能性・発生影響度の高い主要なリスクに
ついての対策を記載
【別紙1-1a】リスクの網羅的な抽出／【別紙1-1b】主要リ
スクへの対応策

(5)経済性評価
事業収益性の総括数値を記載
売上額／営業利益額／PIRR

供給者及び需要者の各収益性に係る数値情報を、算定根
拠とともに記載
【別紙2-1】供給者側収益／【別紙3-1】需要者側収益／
【別紙4-1】算定根拠一覧

<該当提出書類（抜粋）> <経済性評価資料>

提案書 Word (別添4) 全6章

１．提案する実証事業の概要

２．提案する実証事業の効果

３．適用技術・システムの普及可能性

４．定量化フォローアップ事業の概要

５．実施体制

６．その他
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①「事業戦略」記載項目（別添4(一部）Word）

事業戦略 記載項目（提案書 Word (別添4) 「3. 適用技術・システムの普及可能性」）

①
事
業
戦
略

(1) 事業の体制 本事業の全体の事業モデル図、本事業の実施体制、ステークホルダー等を記載。

(2) 事業環境 本事業をとりまく環境（目指す市場の定義やターゲット市場、競合他社の分析結果等）を記載。

(3) 事業戦略
(2)の分析結果を踏まえた本事業の戦略について、基本的な考え方（事業戦略やマーケティング戦略、競合技術と
の差別化、事業構成検討等）を記載。

②
事
業
収
益
性

(4) リスクの抽出 ー（別添7 Excel (別紙1) に記載）

(5) 経済性評価 事業収益性の総括数値を記載。売上額／営業利益額／PIRR

（１）事業の体制

（２）事業環境 １）目指す市場の定義 （２）事業環境 ２）市場分析 （２）事業環境 ３）競合他社分析

（４）リスクの抽出

記載例

狙い：売りたい機器・システム・サービスに関係してくる全ての項目を、ヒ
ト・モノ・カネの関係で分析し、持続し得る体制かを確認。

狙い：STPで定義した目指す市場は、客観的・定量的なデータの裏付
けがあるかを確認。市場規模や成長性の統計データ、PEST 
(Politics, Economy, Society, Technology)分析など。

狙い：事業環境の分析結果を踏まえた戦略は、説得力があるかを確認。
SWOT (Strengths, Weakness, Opportunities, Threats)
分析や4P(Product, Price, Place, Promotion)分析など。

狙い：供給者と需要者のそれぞれの立場に立って、将来的に普及の阻
害となるリスクを、プライオリティをつけて分析、対策の方向性が明
示されているかを確認。

2020年3月
ＮＥＤＯ国際部
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狙い：目指す市場における想定競合他社に対して、自らの強み/弱み
を客観的に（偏見なく）評価分析しているかを確認。

（５）経済性評価

狙い：STP(Segmentation, Targeting, Positioning)分析などを
活用し、狙う市場を具体的・的確に絞り込んでいるかを確認。

（３）事業戦略 （基本の考え方）

・全てを数字に置き換えて、
別添7 Excel（別紙2～4）に

入力し、収益を予測
・別添4 Wordには事業収益性
の総括数字のみ（売上額/営業

利益額/PIRR）を記載

別添7 Excel（別紙1）に
記載
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②「事業収益性」記載シート（別添7 Excel）

事業収益性 記載シート（経済性評価関連資料 Excel 
(別添7)）

【別紙1-1a】リスク抽出表（リスクの網羅的な抽出）

【別紙1-1b】リスク対応表（主要リスクへの対応策）

【別紙2-1】事業収益性評価シート：供給者側

【別紙3-1】事業収益性評価シート：需要者側

【別紙4-1】事業収益性評価シート：算定根拠一覧表

【別紙２－１a】リスク抽出表 事業コンポーネント名

発生可能性 発生影響度 発生可能性 発生影響度 発生可能性 発生影響度 発生可能性 発生影響度 発生可能性 発生影響度 発生可能性 発生影響度 発生可能性 発生影響度

Ａ

3 2 2 1 2 1 2 1 2 0

2 1 1 2

1 2

Ｂ

Ｃ

1 2 1 2 1 2 2 2 2 2

2 2 1 3 2 1

2 1 1 2

　・事業期間において発生する可能性がほぼない…０ 0 : 0～5％未満

　・事業期間において発生する可能性が低い…１ 1： 5～20％未満

　・事業期間において発生する可能性が中程度である…２ 2：20～80％未満

　・事業期間において発生する可能性が高い…３ 3：80％以上

　・事業収益性に影響がほぼない…０

　・事業収益性に影響があるが、早期（目安は1年程度）に回復が見込める…１

　・事業収益性に影響があり、回復に長期の時間を要する…２

　・事業収益性に影響があり、回復が見込めない…３

◆◆機器普及事業

供給者 需要者

a．収支予測
b．財務関連

(資金調達を含む)
c．その他 d．初期費用 e．運用収益

　　　　　　　　　　   分野
　
レベル

運用費用
f．エネルギー関連コスト g．それ以外

（記入項目） No.
（リスク名称） （リスク名称） （リスク名称） （リスク名称） （リスク名称） （リスク名称） （リスク名称）

外部環境
リスク

1
為替 インフレ インフレ インフレ インフレ

2
インフレ 法規制

1

3
法規制

3

2

2
設備機器故障 需要者倒産 作業員不足

1
事業遅延 事業遅延 事業遅延

自然災害

事業遅延 設備機器故障

国レベ ルの
リスク

地域レ ベル
のリスク

事業レ ベル
のリスク

※発生可能性：当リスクが発生する可能性を判断いただき、以下の判断基準でご記入ください。

※発生影響度：当リスクが発生した場合の影響の大きさを判断いただき、以下の判断基準でご記入ください。

5

内部環境
リスク

4

3
材料価格変動

【別紙４－１】事業収益性評価シート： 需要者側

Ⅰ．

根拠NO.

[●●]　※単位

Ⅱ． 法定耐用年数[年] 想定利用年数[年] 根拠NO.

5 5

3 3

5 5

10 20

根拠NO.

Ⅲ． [百万円/年]

[百万円/年]

設備稼働初年度（西暦で記入）

Ⅳ． 1. 既存事業(技術)に伴う収支予測(初期費用を除く) 西暦 年 単位[百万円]

項目 具体的内容 単位 根拠NO. 合計 -1年 年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

運用収益 創エネ収益 ― [百万円/年] 9.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6

その他収益① [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他収益② [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他収益③ [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

9.6 0.0 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0

運用費用 エネルギーコスト ― [百万円/年] 3.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

維持管理費 ― [百万円/年] 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

設備保守費 ― [百万円/年] 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

減価償却費 ― [百万円/年] 4.8 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

その他費用 [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

8.6 0.0 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0

1.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

2.  本事業(技術)に伴う収支予測 西暦 年 単位[百万円]

項目 具体的内容 単位 根拠NO. 合計 -1年 年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年

初期費用 機械・装置の取得費用 ― [百万円] 5.0 5.0

工事費用 ― [百万円] 1.0 1.0

その他費用 [百万円] 0.0 0.0

6.0 6.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

運用収益 創エネ収益 ― [百万円/年] 18.0 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

その他収益① [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他収益② [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他収益③ [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

18.0 0.0 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

運用費用 エネルギー関連コスト ― [百万円/年] 4.5 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

維持管理費 ― [百万円/年] 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

設備保守費 ― [百万円/年] 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

減価償却費 ― [百万円/年] 6.0 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他費用 [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

11.1 0.0 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

6.9 0.0 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

5.9 0.0 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 -0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

6.0 5.7 5.4 5.1 4.8 4.5 4.2 3.9 3.6 3.3 3.0 2.7 2.4 2.1 1.8 1.5 1.2 0.9 0.6 0.3 0.0 0.0

-6.0 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 3.5 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 -0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

9.9

3.  比較事業(技術)に伴う収支予測 根拠NO.

根拠NO.

設備稼働初年度（西暦で記入）

西暦 0 年 単位[百万円]

項目 具体的内容 単位 根拠NO. 合計 -1年 0年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年

初期費用 機械・装置の取得費用 ― [百万円] 4.0 4.0

工事費用 ― [百万円] 0.5 0.5

その他費用 [百万円] 0.0 0.0

4.5 4.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

運用収益 創エネ収益 ― [百万円/年] 10.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0

その他収益① [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他収益② [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

その他収益③ [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

10.0 0.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

運用費用 エネルギー関連コスト ― [百万円/年] 3.5 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4

維持管理費 ― [百万円/年] 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

設備保守費 ― [百万円/年] 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

減価償却費 ― [百万円/年] 4.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5

その他費用 [百万円/年] 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

8.4 0.0 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1.6 0.0 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.6 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

4.5 4.2 3.9 3.6 3.3 3.0 2.7 2.4 2.1 1.8 1.5 1.2 0.9 0.6 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-4.5 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 1.8 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 -0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

6.9

経過年数 [年] 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

対象設備(最大5つ)

事業コンポーネント名称

需要者名称

需要者の数

合計

ターゲット顧客の標準世帯年収

対象地域の標準世帯年収

合計

合計

ランニングコスト（＝運用収益ー運用費用）

合計

競合他社の比較技術等 15

合計

ランニングコスト（＝運用収益ー運用費用）

既存技術とのランニングコストの比較結果（＝本事業―既存事業）

簡易PIRR算定用の残存時価

簡易PIRR算定用のCF

簡易PIRR

比較事業者名(技術等)

想定利用年数[年]

簡易PIRR算定用の残存時価

簡易PIRR算定用のCF

簡易PIRR

合計

合計

合計

ランニングコスト（＝運用収益ー運用費用）

既存技術とのランニングコストの比較結果（＝比較事業―既存事業）

【別紙３－１】 事業収益性評価シート：供給者側 

Ⅰ． ◆◆機器普及事業

ＡＡＡ社 根拠NO.

10 301

30 302

15 302

Ⅱ． 法定耐用年数[年] 根拠NO.

9 303 9000 1000

6 303 6000 1000

6 303 6000 1000

売上開始初年度（西暦で記入）

Ⅲ． １．収支予測 単位[百万円] 西暦 2021 年

根拠NO. 合計 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

304 3,146,867 150,000.0 150,750.0 151,503.8 152,261.3 153,022.6 153,787.7 154,556.6 155,329.4 156,106.1 156,886.6

305 148 5.0 5.3 5.5 5.8 6.0 6.3 6.5 6.8 7.0 7.3

306 245,000 7,500.0 8,000.0 8,500.0 9,000.0 9,500.0 10,000.0 10,500.0 11,000.0 11,500.0 12,000.0

307 81,667 2,500.0 2,666.7 2,833.3 3,000.0 3,166.7 3,333.3 3,500.0 3,666.7 3,833.3 4,000.0

※ 自 動 計 算 163,333 5,000.0 5,333.3 5,666.7 6,000.0 6,333.3 6,666.7 7,000.0 7,333.3 7,666.7 8,000.0

308 68,500 4,000.0 3,950.0 3,900.0 3,850.0 3,800.0 3,750.0 3,700.0 3,650.0 3,600.0 2,550.0

308 13,000 500.0 500.0 500.0 500.0 500.0 500.0 500.0 500.0 500.0 500.0

※ 自 動 計 算 81,833 500.0 883.3 1,266.7 1,650.0 2,033.3 2,416.7 2,800.0 3,183.3 3,566.7 4,950.0

※ 自 動 計 算 21,000.0 18,000.0 15,000.0 12,000.0 9,000.0 6,000.0 3,000.0 12,000.0 9,000.0 6,000.0 4,000.0

※ 自 動 計 算 -21,000.0 3,500.0 3,883.3 4,266.7 4,650.0 5,033.3 5,416.7 -6,200.0 6,183.3 6,566.7 16,950.0

※ 自 動 計 算 16.1

経過年数 [年] 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

売上開始初年度（西暦で記入） 初期投資額を記載ください。

Ⅳ． 2. 補足情報 単位[百万円] 西暦 2021 年

具体的内容 根拠NO. 合計 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年

― 303 66,000 21,000.0 12,000.0

― 308 58,000 3,000.0 3,000.0 3,000.0 3,000.0 3,000.0 3,000.0 3,000.0 3,000.0 3,000.0 2,000.0

なし - 0補助金(NEDO以外)

販 売 費

一 般 管 理 費

設備投資額

減価償却費

項目

簡易PIRR算定用の残存簿価

簡易PIRR

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

簡易PIRR算定用のCF

想定利用年数[年]

10

6

6

事業コンポーネント名称

供給者名称

想定事業年数(普及段階) [年]

項　目

売 上

競合他社の売上高総利益率 [％]

当 技 術 の 市 場 規 模

獲 得 シ ェ ア [ ％ ]

競合他社の営業利益率 [％]

対象設備(最大5つ)

生産設備Ａ

生産設備Ｂ

生産設備Ｃ

【別紙2-1】 事業収益性評価シート（供給者側）

【別紙3-1】 事業収益性評価シート（需要者側）

【別紙1-1a】 リスク抽出表

【別紙1-1b】 リスク対応表

記載例 記載例

記載例

特に別紙2-1と別紙3-1が重要！

お
客
様
投
資
回
収
比
較

評価ポイント① ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄIRR＞政策金利評価ポイント②累積営業利益額＞NEDO負担額

2019年8月
ＮＥＤＯ国際部

評価ポイント： ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄIRR比較（本技術/既存技術/比較技術）

【別紙２－１b】リスク対応表 事業コンポーネント名

・

・

発生影響度

レベル 分野 No. （具体的に）

為替 【対応事業者名】
【対応策】

✔ [●●] ～ [●●]

事業遅延 【対応事業者名】
【対応策】

✔ [●●] ～ [●●]

インフレーション 【対応事業者名】
【対応策】

✔ [●●] ～ [●●]

【対応事業者名】
【対応策】

✔ [●●] ～ [●●]

【対応事業者名】
【対応策】

✔ [●●] ～ [●●]

【対応事業者名】
【対応策】

✔ [●●] ～ [●●]

【対応事業者名】
【対応策】

✔ [●●] ～ [●●]

【対応事業者名】
【対応策】

✔ [●●] ～ [●●]

【対応事業者名】
【対応策】

✔ [●●] ～ [●●]

供
給
者
需
要
者
共
通

供
給
者
リ
ス
ク

需
要
者
リ
ス
ク

必
須
記
載
項
目

定
量
可
能
で
影
響
大
の
も
の
を
最
大
３
つ
ま
で

リスク名称
別紙2-1aより 発生可能性

（具体的に）

主要なリスク※の対応事業者と対応策をご記入下さい。対応策は、回避・転嫁・軽減・受容のいずれかを明記した上で、時系列で対応内容がわかるように具体的にご記載下さい。
　※主要なリスク：「別紙２－１a」で発生可能性と発生影響度の合計値４以上のリスクおよび必須記入項目の「為替リスク」「事業遅延」「インフレーション」

定量化可能なリスク項目については代表値を含めた対象項目の変動幅をご入力下さい。（代表値は算定根拠一覧表にてご記載ください。）

変動幅 [単位] 根拠NO.
定量化
可能

対応事業者名と対応策

記載例
【別紙3-1】お客様（需要者）の投資回収表！
※投資回収年数は少なければ少ないほどお客様は喜びますが、民間企業で
通常、事業評価基準とする法定償却年数期間で、本技術と比較技術の
IRR数字の比較で評価を実施。

【初期投資の有無や需要者の属性に関係なく記入：黄色の網掛けセル】
【初期投資がある場合に記入：緑色の網掛けセル】
【需要者が個人（世帯）の場合に記入：紫色の網掛けセル】
【別紙4-1】に入力情報の算定根拠を根拠No.別にご記載下さい。

２．本技術（当該事業）を導入した場合

３．比較技術（競合他社）を導入した場合
「当該技術名」
「技術を有する競合他社名」
「想定利用年数（初期投資がかかる場合）」

１．既存技術を利用した場合

【別紙2-1】売り手（供給者）の長期損益計算表！
※委託先の個々の長期的事業戦略を尊重して、法定償却年数に拘らず、事
業者設定の事業年数期間で評価を実施。

【初期投資の有無に関係なく記入：黄色の網掛けセル】
【初期投資がある場合に記入：緑色の網掛けセル】
【別紙4-1】に入力情報の算定根拠を根拠No.別にご記載下さい。

【別紙4-1】 算定根拠一覧表 記載例

【別紙６－１】

◆◆機器普及事業

根拠No.

根拠・
算出方法

出典

事業コンポーネント名：

　本事業による売上高の計画値については、ＡＡＡ社の計画より今後30年間の販売単価及び販売台数の計画値を
定めている（別紙3-1には上限値である20年分の情報を記載）。この2つの数字を乗じることで各年度の売上高を
算出している。
　普及初年度の売上は75億円を想定しており、その後は、販売単価を少しずつ下げながら販売台数を増やし、売
上高については毎年5億円ずつの増加を見込んでいる。
　なお、当売上高は対象現地国の市場規模からみた獲得シェアとして、2040年に10％に相当すると見込まれてお
り、事業戦略と照合しても整合性は取れている。

　　　　※根拠となる図表等を追記いただく

ＡＡＡ社の販売計画表（公表資料）

経済性評価記入シート（別紙２－１b, ３－１, ４－１, ５－１）の各数値の前提となる根拠・算定方法と出典を全てご記載下さい。

出典は、算定の際に使用した文献や資料について、NEDO側で確認ができるように資料名やURL、該当するページ等をご記載下さい。
ヒアリング調査結果を引用する場合は、ヒアリング先やヒアリング項目等が把握できるものをご記載下さい。

事業収益性評価シート　算定根拠一覧表

306

４

Ⅰa． 事業前提条件（事業コンポーネントが複数の場合は、コア事業の表のみの記載で結構です。）

数値 単位 根拠NO.

[円/●]

[％]

[％]

項目

想定する為替レート

対象国政策金利

対象国国債利回り（10年債）

1

12

3

記載例

（別紙１－１ｂ、２－１、 ３－１）

p.3


